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先にわれわれは、日本と台湾の経済環境、これに含まれる企業の経営環境、そして経営を支える
会計情報システムの比較研究に関して、その方向性および概要について検討した１）。
その中では、近年の国際的な経済環境の変化が企業を取り巻く経営環境に影響を与えることを示
し、企業はこの変化に適応するために、財貨・サービスおよび情報の提供システムを変化させてい
ることを論じた。特にこうしたシステムのうちで、情報の提供システムとして重要な会計情報シス
テムについては、日本と台湾について、多くの点で共通性が見出せるが、幾つかの点では相違する
部分がある。
本稿では先の比較検討に引き続いて、会計情報システムの基礎となる会計用語および制度の比較
を含めて、日本と台湾の比較研究を深めることにする。特に、先の比較検討と同様に、広く経営環
境の相違が会計情報システムに与える影響に配慮して、日本と台湾のコンセプトの違いが会計情報
システムに及ぼす影響について考えていくことにする。
一般に自然環境や社会環境などは、その中で活動する主体に対して様々な影響を及ぼす。このこ
とは、経済環境や経営環境と企業の関係においても成り立つと思われる。この場合、経済環境は経
営環境をそのうちに内包する環境であって、広く経済活動が行われる空間を指している。また、経
営環境は企業を主体として展開される環境であって、企業という主体が存在することを前提として
考えられるものである。そして、経済環境や経営環境の相違は、その中で活動する企業の行動に少
なからぬ影響を与えている。例えば、安定した経済環境であれば、企業は必要最低限の活動を実施
することによって存続することが可能である。しかしながら、変動の激しい経済環境であると、企
業は様々な活動を展開することによって生き延びていかなくてはならなくなる。
ここで台湾の経済環境について考えてみると、歴史的にその経済環境は日本に比べて変動が激し
いように思われる２）。経済規模が日本に比べて小さい台湾は、日本以上に外的な影響を受けやすい
ため、アメリカ経済の減速や中国（大陸）経済の推移を注視している。そして、日本以上に経済情
報に対して敏感である。
例えば近年の台湾企業の関心事は、台湾と中国のＷＴＯ（世界貿易機関）同時加盟による中国市
場への確実な進出である。これを具体化する場合の象徴的な課題である中国との三通（通信、通商、
交通）について、台湾企業は経済成長を指向して推進の立場を採るものが多い。特に、台塑の王永
慶に代表される有力企業（連合）は、積極的な進出がなければ台湾が出遅れてしまうことを強調し
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ている。そして進出の第一歩として、台湾政府は対中国融和策の一貫である直航便の就航を認可す
る「小三通」を開始した。これによって、福建省と台湾の交流が深まることは確実で、海産物など
食品分野を中心に中国製品の台湾市場への流入が増える半面、福建省に台湾の家電量販店が出店を
計画するなど、台湾製品の中国流入も増えると考えられる。
また、金融面について考えてみると、以前のアジア通貨危機において、台湾経済は比較的被害が
小さくて済んだ。これは台湾企業が堅実な経営を行い、財務取引によるリスクを回避できた事や台
湾政府の景気テコ入れ策、特に特別融資、返済繰り延べといった従来型産業支援策が的確だった事
によるとされている。台湾企業は日本企業に比べて規模が小さいとされているが、新規の起業家は
かなり育っている。台塑などの財閥を別にして、台湾経済において競争力を持っている企業は、情
報産業などの新規産業分野の企業を中心に発展している。
さらに、他の多くの国々と同様に、近年のＩＴ（情報通信技術）の進展に伴って、台湾企業を取
り巻く経営環境は大きく変化している３）。例えば電子商取引の分野についても、台湾企業が中国経
済に与える影響は大きいと思われる。この分野は、技術的な知識の共通性が高いだけではなく、何
と言っても台湾も中国も同じ中国語を使う中華世界であり、コンテンツもそのまま転用できる部分
が多い。
このように具体的な通商、金融、情報などの面における経済環境や経営環境と企業の関係からも
理解されるように、経済環境や経営環境は様々な面で企業に対して影響を及ぼす。基本的には事業
運営や経営方針などから始まって、日常の営業活動に至るまで種々の点で企業の活動を左右してい
る。こうした影響は企業の情報開示についても認められる。例えば、安定した経営環境であれば企
業は必要最低限の情報を開示する事によって、経営活動を実施する事が可能である。しかしながら、
ひとたび経営環境が激変すれば企業は様々な情報を開示する事によって、営業支援や資金調達など
の方策を講じていかなければならない。
このような経済環境や経営環境の影響は、企業の会計情報システムにも及んでいる４）。本稿の中
心となる日本と台湾について、経営環境の変化による会計情報システムに対する影響の相違は、ど
のような理由から来るのであろうか。これについては様々な考え方があるが、有力な考え方の一つ
として、会計情報システムのコンセプトの相違があるように思われる。ここで言うコンセプトの相
違とは、日本と台湾が様々な変化に対応する考え方の違いであり、より具体的には日本が安定重視、
台湾が変化への迅速対応重視の傾向があるということである。
日本は経済規模が台湾と比較して大きく、高度経済成長などの成功体験が強かったために、これ
までうまくいっていた会計情報システムを変えていく事に抵抗感が大きかった。つまり会計情報シ
ステムのコンセプトが安定性に傾斜しており、あまり柔軟ではなかったのである。
これに対して台湾は、経済規模や国際的な立場の違いから、変化に対する柔軟性が高かったもの
と思われる。台湾も成功体験を持っているものの、経済環境や国際情勢の変化に対する対応が迅速
であり、安定性ばかりを求めていなかったと考えられる。このような経営環境の変化に対する適応
の速さと変化に対する柔軟性が、日本と台湾の会計情報システムに対する影響の違いを生じさせた
と思われる。例えば、世界的に主流となっているグループ会計の受け入れについて、日本は独自の
システムに基づく個別企業会計を変化させずに、対応が遅れたことなどもある。
特に台湾について考える場合、中国との関係が重要であることは言うまでもない５）。変化に対す
る適応の速さと柔軟性は、生き残りのために台湾が必要とした特性であり、中国との歴史的な関係
から身に付けたものであると思われる。こうした特性は台湾の政治、経済、社会、文化といった
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様々な要素について見られるものであり、広い環境から考察していくべきものであると考えられる。
また経営環境と会計情報の関係は、より広く捉えれば経営環境という社会文化的要素と会計情報
などのソフトウェアおよび会計情報を作成する会計情報システムなどのハードウェアの関係として
考えることができる。この場合、社会・文化的要素は国や地域による個性が強く、移転にも時間の
かかるものである。これに対してハードウェアは世界的な共通性があり、移転の可能性が高いもの
である。さらに言えば、こうした社会・文化的要素とハードウェアを連結するソフトウェアは柔軟
に変化して、国や地域におけるハードウェアの利用度を高めるものと考えられる。つまり、各国固
有の社会・文化的要素と移転可能なハードウェアを柔軟なソフトウェアによって連結しているので
ある。こうした関係を中心として、経営環境と会計情報の関係も捉えていくことが可能であると思
われる。
日本と台湾の経営環境と会計情報の関係について比較検討するに先立って、その基礎となる会計
用語および制度の比較検討しておきたい６）。
日本と台湾における会計用語、特に勘定科目については類似した部分も多いが、相違していると
ころもある。例えば現金や有価証券など同様の言葉が使用されているものから、應収票據（インシ
ョウピヤオチュ：売掛金）や存貨（ゾンフォ：棚卸資産）など表現が異なるもの、そして基金や資
本など内容が異なるものまでが存在している。そして、表現上の相違が存在するものについては、
言葉の問題として類似した対応が可能であるが、内容の相違するものについては、その背景となる
制度の相違について注意しなければならない。
台湾では、財務会計準則委員会が「財務會計準則公報」を1982年以降公布しているが、これは国
際会計基準やアメリカの会計基準の変化に対応して、制定あるいは修正が繰り返されている。例え
ば、公報第1号「一般公認會計原則彙編」において、一般公認会計原則が要約されているが、これ
に続く公報において必要な修正が行われている。また公報第７号「合併財務報表」や公報第１７号
「現金流量表」に代表されるように、連結会計による連結財務諸表を作成し、キャッシュ・フロー
計算を含めた資金会計的な要素を取り入れている。そして、国際会計基準やアメリカの会計基準と
同様に、公報第20号「部門別財務資訊之掲露」において、連結財務諸表を補うためのセグメント別
会計情報の開示を取り入れた。また近年の資金活用に伴って、公報第27号「金融商品之掲露」にお
いて金融商品の開示原則も制定されている。
そして股東会（株主総会）において、承認が必要な財務諸表は、資産負債表（貸借対照表）、損
益表（損益計算書）、現金流量表（キャッシュ・フロー計算書）、股東権益変動表（株主持分変動表）
であり、これに営業報告書、利益処分案、主要財産目録を加えた７つの決算書類が台湾では必要と
されている。
こうした会計用語および会計制度を基礎として、台湾の会計制度の推移を考えてみると、例えば
「財務會計準則公報」や準則の実際的な解釈を示す「財務會計準則解釈」によれば、台湾では様々
な適応行動が採られている。
台湾はアメリカなどへの輸出の必要から、特に製造業の中小企業を中心として、会計情報を提供
する必要に直面した。この要求にこたえるために一般原則に始まる財務会計準則を作成し、これを
順次充実させていった。その中でアメリカの会計原則を吸収するとともに、例えば財政状態変動表
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（台湾では財務状況変動表と称する）やキャッシュフロー表（現金流量表と称する）なども取り入
れていった。このような柔軟な財務会計準則の策定と改変によって、台湾の会計情報システムも変
化に敏感で柔軟なシステムとなっていったと思われる。
こうした適応行動について、経営環境と会計情報の関係から検討してみると、会計情報を作成す
る会計情報システムを通じて、次のようにまとめられる。ここでは、日本と台湾の会計情報システ
ムの比較を通じて、経営環境が会計情報システムに与える影響について考慮していく。
全般的な会計情報システムの相違について考えてみたい。一般に日本の会計情報システムは、独
自に考えられたシステムに欧米のシステムへの対応を考慮して構築されている。この場合、基本的
なシステムは日本独自の要求に適応する面が強く、そこから作成される会計情報も日本的な特色が
強い情報となる。これに対して、台湾の会計情報システムは欧米のシステムを多く取り入れており、
特にアメリカとの関係が強いためアメリカの会計情報の要求に良く適応した会計情報システムが取
り入れられている。
これに対して、これまで日本の会計情報システムは、他の先進国に後れを取っていないと考えら
れてきた。しかしながら、欧米系の会計情報システム、特にアメリカの会計情報システムが世界標
準（デファクト・スタンダード）になりつつある現在の経営環境の変化が、これまで後れを取って
いないとされてきた日本の会計情報システムに影響を与えた。更に、こうした変化は、アメリカの
会計情報システムを取り入れてきた台湾の会計情報システムをより有効なものとするように働い
た。
このように経営環境の変化は会計情報システムに対して大きな影響を与えるが、この関係は会計
情報システムを媒介として、経営環境と会計情報の関係としても把握することが可能である。特に
経営環境が激変している場合には、会計情報を開示する要求も高まっていくものと考えられる。近
年のグローバル化に見られる経営環境の激変によって、例えば連結会計情報の開示など、会計情報
の開示は強く求められていくと考えられる。
このような経営環境の変化による会計情報に対する影響の相違は、どのような理由から来るので
あろうか。これについては様々な考え方があるが、有力な考え方の一つとして、会計情報のコンセ
プトの相違があるように思われる。日本は経済規模が台湾と比較して大きく、高度経済成長などの
成功体験が強かったために、これまでうまくいっていた会計情報の開示方法を変えていく事に抵抗
感が大きかった。つまり会計情報のコンセプトが安定性に傾斜しており、あまり柔軟ではなかった
のである。
これに対して台湾は、経済規模や国際的な立場の違いから、変化に対する柔軟性が高かったもの
と思われる。台湾も成功体験を持っているものの、経済環境や国際情勢の変化に対する対応が迅速
であり、安定性ばかりを求めていなかったと考えられる。このような経営環境の変化に対する適応
の速さと変化に対する柔軟性が、日本と台湾の会計情報に対する影響の違いを生じさせたと思われ
る。
本稿では、日本と台湾の会計情報システムの相違から、経営環境の変化が会計情報に与える影響
について概念的に検討してみた。更に具体的な内容については、日本と台湾の経営環境の比較研究
を通じて更に深めていく必要がある。現在、会計情報とこれに影響する経営環境を具体的に検討し、
4. おわりに
経営環境と会計情報の役割72
様々な影響要因について検討を進めていくことが大切である。
日本と台湾の会計情報システムの相違から、経営環境の変化が会計情報に与える影響については、
昨年度実際に現地で検討することができた。現地で蓄えた経験および知恵を活用して、更に日本と
台湾の経営環境の比較研究を深めていくつもりである。
注釈
１）日本と中華世界に含まれる台湾とでは様々な側面から異同が見られる。その概要については、以下のとおり研究ノートにお
いて既に示している。
武井敦夫「経営環境と会計情報システム －日本と台湾の比較研究を通じて－」『経営情報科学』第12巻、143～146頁、2000
年。
２）台湾企業を取り巻く経営環境の変化については、経済雑誌「貨幣觀測與信用評等」を参照した。
３）これについては、留学中に台北において参加した「2000國際電子商務理論与実務研討会：2000 International Conference on the
Theories and Practices of Electronic Commerce」において、ＩＴ環境の進展が経営に及ぼす影響と、その中における会計情報シ
ステムの役割の重要性について再認識した。また、言語などを中心にしたコンテンツの問題として、日本もコンテンツの共
通性の問題に注目して、中華世界に対する働きかけを強めなければ、電子商取引の分野に限らず孤立してしまうのではない
かと不安を覚えた。
４）ＩＴ環境の変化に対応するための企業の経営構造変革と会計情報の重要性については、以下の部分で検討している。
武井敦夫「経営構造変革と管理会計」山口操編著『エッセンス管理会計』中央経済社、平成13年３月、第４章。
５）台湾と中国の関係については、経済的な要因ばかりではなく政治的な要因も大きい。例えば、当初進出が認められ工場まで
建設していた奇美企業集団が急に退去を命じられたように、政治的な要因から安定的に経済活動ができるかどうかの問題も
注目されている。こうした経営環境についての把握の重要性は、日本企業についても当てはまると考えられる。
６）具体的には、現在の会計関係の状況を把握するために、学術雑誌「會計研究月刊」による研究を実施するとともに、台湾企
業を取り巻く金融および経営環境の変化については、経済雑誌「貨幣觀測與信用評等」を参照した。
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